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繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
の
分
類・判
断
は
？

業
績
悪
化
に
伴
う

税
効
果
会
計
の
留
意
点

第１章

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

石
田
　
博
士

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

に
よ
り
業
績
が
悪
化
す
る
企
業
も
見
込

ま
れ
る
。そ
の
場
合
、繰
延
税
金
資
産

の
回
収
可
能
性
に
お
け
る
企
業
分
類
の

決
定
は
特
に
慎
重
な
判
断
が
必
要
と
な

る
。

●
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
の
判
断

は
将
来
の
課
税
所
得
の
合
理
的
な
見
積

り
が
前
提
と
な
る
た
め
、新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま
え
て

合
理
的
に
見
積
る
必
要
が
あ
る
。

●
固
定
資
産
の
減
損
損
失
等
、業
績
悪
化

に
伴
い
発
生
が
見
込
ま
れ
る
一時
差
異

等
の
税
効
果
会
計
の
取
扱
い
を
記
載
す

る
。

は
じ
め
に

今
回
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

は
企
業
活
動
に
多
く
の
影
響
を
与
え
て
お

り
、
ま
た
、
日
本
企
業
に
多
い
３
月
決
算

の
期
末
日
近
く
に
感
染
の
拡
大
が
生
じ
た

た
め
、
当
３
月
期
決
算
の
業
績
が
悪
化
し

将
来
の
見
積
り
に
影
響
を
及
ぼ
す
企
業
も

少
な
く
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
は
、
特
に

将
来
の
見
積
り
に
依
拠
す
る
部
分
が
大
き

い
会
計
処
理
の
検
討
に
あ
た
り
、
よ
り
慎

重
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
本
稿
で
は
そ

の
な
か
で
も
税
効
果
会
計
へ
の
影
響
に
つ

い
て
、
当
３
月
期
決
算
に
あ
た
り
考
慮
す

べ
き
実
務
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
記
載
す

る
。な

お
、
本
稿
の
意
見
に
関
す
る
部
分
は

私
見
で
あ
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添

え
る
。

繰
延
税
金
資
産
の

回
収
可
能
性
の
判
断

⑴　
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

の
判
断
基
準

繰
延
税
金
資
産
が
将
来
の
税
金
負
担
額

を
軽
減
さ
せ
る
効
果
を
有
す
る
か
ど
う
か

を
判
断
す
る
た
め
に
は
、
繰
延
税
金
資
産

に
係
る
将
来
減
算
一
時
差
異
等
が
解
消
す

る
年
度
に
お
い
て
、
一
時
差
異
等
加
減
算

前
課
税
所
得
の
発
生
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

を
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
は「
収

益
力
に
基
づ
く
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課

税
所
得
」、「
タ
ッ
ク
ス
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

に
基
づ
く
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所

得
」お
よ
び「
将
来
加
算
一
時
差
異
」の
十

分
性
の
３
つ
の
要
素
に
基
づ
き
判
断
す
る

と
さ
れ
て
い
る（
企
業
会
計
基
準
適
用
指

針
26
号「
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

に
関
す
る
適
用
指
針
」（
以
下
、「
適
用
指

針
」と
い
う
）６
項
）。
そ
し
て
、
適
用
指

針
は
、
過
去（
３
年
）お
よ
び
当
期
の
課
税

所
得
や
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
発
生
状

況
、
経
営
環
境
の
著
し
い
変
化
の
有
無
等

に
よ
り
企
業
を
５
つ
の
分
類
に
区
分
し
、

こ
の
分
類
に
応
じ
て
回
収
が
見
込
ま
れ
る

繰
延
税
金
資
産
の
計
上
額
を
決
定
す
る
と

し
て
い
る（
図
表
参
照
）。

⑵　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

に
よ
り
、
当
３
月
期
決
算
を
取
り
巻
く
環

境
は
厳
し
く
な
り
、
そ
れ
に
起
因
し
て
業

績
が
悪
化
す
る
企
業
も
少
な
く
な
い
と
考

え
ら
れ
る
。
当
３
月
期
決
算
の
税
効
果
会

計
に
お
け
る
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能

性
の
判
断
に
あ
た
っ
て
は
、
今
回
の
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
企
業
の
将
来

の
収
益
力
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す

か
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
、
現
時
点
の

主
要
な
計
画
要
因
が
将
来
変
化
す
る
可
能

性
は
十
分
に
考
え
ら
れ
、
翌
期
以
降
の
業

績
予
測
に
基
づ
く
経
営
計
画
等
の
見
直
し
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特集

（分類１）適用指針17項、18項
分類の要件
次の要件をいずれも満たす企業
●過去（３年）および当期のすべての事業年度において、期末にお

ける将来減算一時差異を十分に上回る課税所得が生じている。
●当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込ま

れない。
繰延税金資産の計上額
原則として、繰延税金資産の全額について回収可能性があるも
のとする。

（分類２）適用指針19項～ 21項
分類の要件
次の要件をいずれも満たす企業
●過去（３年）および当期のすべての事業年度において、臨時的な

原因により生じたものを除いた課税所得が、期末における将来
減算一時差異を下回るものの、安定的に生じている。

●当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込ま
れない。

●過去（３年）および当期のいずれの事業年度においても重要な
税務上の欠損金が生じていない。

繰延税金資産の計上額
●一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を見積

る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。
●スケジューリング不能な将来減算一時差異に係る繰延税金資

産の取扱い
（原則）回収可能性がないものとする。
（容認）税務上の損金の算入時期が個別に特定できないが、将来

のいずれかの時点で損金に算入される可能性が高いと見込ま
れるものについて、将来のいずれかの時点で回収できることを
企業が合理的な根拠をもって説明する場合、回収可能性があ
るものとする。

（分類３）適用指針22項～ 25項
分類の要件

（分類４）の②または③の要件を満たす場合を除き、次の要件を
いずれも満たす企業

●過去（３年）および当期において、臨時的な原因により生じたも
のを除いた課税所得が大きく増減している。

●過去（３年）および当期のいずれの事業年度においても重要な
税務上の欠損金が生じていない。

繰延税金資産の計上額
（原則）
●将来の合理的な見積可能期間（おおむね５年）以内の一時差異

等加減算前課税所得の見積額に基づいて、当該見積可能期間
の一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を見
積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。

（容認）
●上記にかかわらず、５年を超える見積可能期間においてスケ

ジューリングされた一時差異等に係る繰延税金資産が回収可
能であることを企業が合理的な根拠をもって説明する場合、当
該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。
その場合は以下の事項等を勘案する。
・臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が大きく増

減している原因
・中長期計画(おおむね３年から５年の計画を想定している)　
・過去における中長期計画の達成状況
・過去（３年）および当期の課税所得の推移

（分類４）適用指針26項～ 29項
分類の要件
●次のいずれかの要件を満たし、かつ、翌期において一時差異

等加減算前課税所得が生じることが見込まれる企業
①　過去（３年）または当期において、重要な税務上の欠損金

が生じている。
②　過去（３年）において、重要な税務上の欠損金の繰越期限

切れとなった事実がある。
③　当期末において、重要な税務上の欠損金の繰越期限切れ

が見込まれる。
繰延税金資産の計上額

（原則）
●翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、翌

期の一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を
見積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。

（容認）
●（分類４）の要件に該当する場合であっても、以下を勘案して、

将来の一時差異等加減算前課税所得の十分性を企業が合理的
な根拠をもって説明する場合には、将来における一時差異等
加減算前課税所得の十分性を説明できる期間に基づき、（分類
２）または（分類３）として取り扱う。
・重要な税務上の欠損金が生じた原因
・中長期計画
・過去における中長期計画の達成状況
・過去（３年）および当期の課税所得または税務上の欠損金の

推移等
※　ここでいう中長期計画はおおむね３年から５年の計画を想定している。
●将来において５年超にわたり一時差異等加減算前課税所得が

安定的に生じることを企業が合理的な根拠をもって説明する場
合、（分類２）に該当するものとして取り扱う。

●将来においておおむね３年から５年程度は一時差異等加減算
前課税所得が生じることを企業が合理的な根拠をもって説明す
る場合、（分類３）に該当するものとして取り扱う。

（分類５）適用指針30項、31項
分類の要件
次の要件をいずれも満たす企業
●過去（３年）および当期のすべての事業年度において、重要な税

務上の欠損金が生じている。
●翌期においても重要な税務上の欠損金が生じることが見込まれ

る。
繰延税金資産の計上額
●原則として、回収可能性はない。

（図表）　企業の分類の要件と繰延税金資産の計上額

の
要
否
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
と
な

る
。
業
績
の
悪
化
等
に
よ
り
企
業
の
分

類
の
変
更
と
な
り
繰
延
税
金
資
産
を
取

り
崩
す
場
合
、
修
正
差
額
は
見
直
し
を

行
っ
た
年
度
の
法
人
税
等
調
整
額
に
計

上
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
当
期
純

利
益
の
金
額
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に

な
る（
適
用
指
針
10
項
）。

次
に
、
企
業
の
分
類
の
検
討
に
あ
た

り
留
意
す
べ
き
事
項
を
記
載
す
る
。

①　

近
い
将
来
に
経
営
環
境
に
著
し

い
変
化
が
見
込
ま
れ
な
い

（
分
類
１
）お
よ
び（
分
類
２
）に
該
当
す

る
企
業
の
要
件
と
し
て「
当
期
末
に
お
い
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て
、
近
い
将
来
に
経
営
環
境
に
著
し
い
変

化
が
見
込
ま
れ
な
い
」こ
と
が
あ
る
。
こ

れ
は
、
通
常
、
近
い
将
来
に
課
税
所
得
を

獲
得
す
る
収
益
力
を
大
き
く
変
化
さ
せ
る

よ
う
な
経
営
環
境
の
変
化
が
見
込
ま
れ
な

い
場
合
、
将
来
に
お
い
て
も
一
定
水
準
の

課
税
所
得
が
生
じ
る
と
予
測
で
き
る
状
況

に
あ
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
が
、
今
回

の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
近
い

将
来
に
経
営
環
境
に
著
し
い
変
化
を
も
た

ら
す
か
ど
う
か
の
検
討
が
必
要
と
な
る
。

当
３
月
期
決
算
で
経
営
環
境
に
著
し
い

変
化
が
見
込
ま
れ
る
と
判
断
し
た
場
合

は
、
要
件
を
充
足
し
な
く
な
る
こ
と
か
ら

企
業
の
分
類
を
変
更
す
る
こ
と
に
な
り
、

当
３
月
期
決
算
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

②　
臨
時
的
な
原
因

（
分
類
２
）お
よ
び（
分
類
３
）に
該
当
す

る
企
業
の
要
件
と
し
て「
過
去（
３
年
）お

よ
び
当
期
に
お
い
て
、
臨
時
的
な
原
因
に

よ
り
生
じ
た
も
の
を
除
い
た
課
税
所
得
」

が
安
定
的
に
生
じ
て
い
る
か
、
ま
た
は
、

大
き
く
増
減
し
て
い
る
こ
と
が
あ
り
、
前

者
の
場
合
は（
分
類
２
）と
な
り
、
後
者
の

場
合
は（
分
類
３
）に
区
分
さ
れ
る
。（
分
類

２
）の
企
業
は
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能

な
一
時
差
異
等
の
全
額
に
つ
い
て
繰
延
税

金
資
産
を
計
上
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る

が
、（
分
類
３
）の
企
業
は
、
将
来
の
合
理

的
な
見
積
可
能
期
間（
お
お
む
ね
５
年
）以

内
の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
の

見
積
額
を
限
度
と
し
て
繰
延
税
金
資
産
を

計
上
す
る
こ
と
に
な
る
。
当
３
月
期
決
算

は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

で
、
課
税
所
得
が
過
去
と
比
し
て
変
動
す

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
、
そ
の
場
合
に
お
い

て「
課
税
所
得
が
安
定
的
に
生
じ
て
い
る
」

と
い
え
る
の
か
の
検
討
が
必
要
と
な
る
。

ま
た
、
適
用
指
針
71
項
に
お
い
て
は

「
一
方
、
特
別
損
益
項
目
に
係
る
益
金
及

び
損
金
で
あ
っ
て
も
必
ず
し
も﹃
臨
時
的

な
原
因
に
よ
り
生
じ
た
も
の
﹄に
該
当
す

る
と
は
限
ら
ず
、
企
業
が
置
か
れ
た
状
況

や
項
目
の
性
質
等
を
勘
案
し
、
将
来
に
お

い
て
頻
繁
に
生
じ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

か
ど
う
か
を
個
々
に
項
目
ご
と
に
判
断
す

る
こ
と
と
な
る
と
考
え
ら
れ
る
」と
さ
れ

て
お
り
、「
臨
時
的
な
原
因
に
よ
り
生
じ
た

も
の
」に
該
当
す
る
か
否
か
の
判
断
は
慎

重
に
判
断
す
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ

る
。

③　
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の「
重
要
な
」

今
回
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
よ
り
企
業
の
業
績
が
悪
化
し
税
務
上
の

欠
損
金
が
発
生
す
る
企
業
も
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
。（
分
類
２
）、（
分
類
３
）お
よ
び

（
分
類
４
）に
該
当
す
る
企
業
の
要
件
に

「
過
去（
３
年
）お
よ
び
当
期
の
い
ず
れ
の

事
業
年
度
に
お
い
て
も
重
要
な
税
務
上
の

欠
損
金
」が
生
じ
て
い
る
か
否
か
が
あ
る
。

税
務
上
の
欠
損
金
の
発
生
が
見
込
ま
れ
る

企
業
は
、「
重
要
な
」税
務
上
の
欠
損
金
に

該
当
す
る
か
ど
う
か
の
検
討
が
必
要
と
な

る
。
た
と
え
ば
、（
分
類
２
）や（
分
類
３
）

の
会
社
が
、
当
３
月
期
に
発
生
し
た
税
務

上
の
欠
損
金
を「
重
要
」と
判
断
し
た
場

合
、
ま
ず
は（
分
類
４
）と
な
る
が
、
そ
の

場
合
は
翌
１
年
間
の
一
時
差
異
等
加
減
算

前
課
税
所
得
の
見
積
額
を
限
度
と
す
る
繰

延
税
金
資
産
し
か
計
上
で
き
な
い
た
め
、

そ
の
場
合
当
３
月
期
決
算
に
影
響
を
及
ぼ

す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

こ
こ
で「
重
要
な
」税
務
上
の
欠
損
金
と

は
、
ど
の
程
度
の
水
準
な
の
か
は
適
用
指

針
に
お
い
て
明
確
に
は
さ
れ
て
い
な
い
。

こ
の
点
、
重
要
性
に
つ
い
て
は
、
個
々
の

企
業
の
状
況
に
応
じ
て
判
断
す
る
こ
と
が

想
定
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
た
と

え
ば
、
当
３
月
期
に
生
じ
た
税
務
上
の
欠

損
金
が
翌
期
に
生
じ
る
と
見
込
ま
れ
る
課

税
所
得
に
よ
っ
て
解
消
す
る
と
い
っ
た
状

況
に
お
い
て
は
、
重
要
で
は
な
い
と
の
判

断
が
な
さ
れ
る
場
合
も
あ
り
得
る
と
考
え

ら
れ
る
が
、
個
々
の
企
業
の
状
況
に
応
じ

て
慎
重
な
判
断
が
求
め
ら
れ
る
。

④　
（
分
類
４
）
か
ら
容
認
規
定
に
よ

り
（
分
類
２
）
お
よ
び
（
分
類
３
）

と
し
て
取
り
扱
う
場
合

重
要
な
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
が
生
じ

て
い
る
等
に
よ
り（
分
類
４
）の
要
件
を
満

た
す
企
業
で
あ
っ
て
も
、
将
来
の
一
時
差

異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
の
十
分
性
を
企

業
が
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る

場
合
に
は
、
説
明
可
能
な
期
間
に
基
づ
き

５
年
を
超
え
て
安
定
的
に
生
じ
る
場
合
は

（
分
類
２
）に
、
お
お
む
ね
３
年
か
ら
５
年

程
度
は
生
じ
る
と
す
る
場
合
は（
分
類
３
）

と
し
て
取
り
扱
う
と
さ
れ
て
い
る
。
当
３

月
期
決
算
で
、
新
た
に（
分
類
４
）に
該
当

す
る
企
業
も
あ
る
と
思
わ
れ
、（
分
類
２
）

ま
た
は（
分
類
３
）と
で
き
る
か
に
つ
い
て

の
検
討
が
必
要
と
な
る
。

こ
こ
で
、（
分
類
４
）か
ら（
分
類
２
）と

し
て
取
り
扱
う
場
合
は
、
一
時
差
異
等
加

減
算
前
課
税
所
得
を
5
年
超
に
わ
た
り
安

定
的
に
獲
得
す
る
だ
け
の
収
益
力
を
企
業

が
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る
場

合
で
あ
り
、（
分
類
４
）か
ら（
分
類
３
）と

し
て
取
り
扱
う
場
合
に
比
べ
て
多
く
な
い

と
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ

る（
適
用
指
針
89
項
）。
な
お
、（
分
類
４
）

に
係
る
分
類
要
件
を
満
た
す
も
の
の（
分

類
２
）や（
分
類
３
）と
し
て
取
り
扱
う
こ

と
が
で
き
る
の
は
、
将
来
の
一
時
差
異
等

加
減
算
前
課
税
所
得
の
十
分
性
を「
企
業

が
」合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て「
説
明
す

る
」場
合
で
あ
り
、
説
明
を
行
う
主
体
は

あ
く
ま
で
企
業
自
身
で
あ
る
こ
と
が
明
確

に
な
っ
て
い
る
こ
と
に
も
留
意
す
る
必
要
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が
あ
る
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
も（
分
類
２
）ま
た
は

（
分
類
３
）と
取
り
扱
う（
分
類
４
）と
し
て

い
た
企
業
に
お
い
て
も
、
当
３
月
期
決
算

に
て
将
来
の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税

所
得
の
十
分
性
を
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ

て「
説
明
す
る
」こ
と
が
必
要
で
あ
る
。「
説

明
す
る
」こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
原

則
の（
分
類
４
）に
な
る
と
考
え
ら
れ
、
そ

の
判
断
に
よ
っ
て
は
当
３
月
期
決
算
に
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

将
来
の
課
税
所
得
の

合
理
的
な
見
積
り

⑴　
将
来
の
課
税
所
得
の
合
理
的
な

見
積
方
法

将
来
の
課
税
所
得
は
、
合
理
的
な
仮
定

に
基
づ
く
業
績
予
測
に
よ
っ
て
見
積
る
。

具
体
的
に
は
、
適
切
な
権
限
を
有
す
る
機

関
の
承
認
を
得
た
業
績
予
測
の
前
提
と

な
っ
た
数
値
を
、
経
営
環
境
等
の
企
業
の

外
部
要
因
に
関
す
る
情
報
や
企
業
が
用
い

て
い
る
内
部
の
情
報（
過
去
に
お
け
る
中

長
期
計
画
の
達
成
状
況
、
予
算
や
そ
の
修

正
資
料
、
業
績
評
価
の
基
礎
デ
ー
タ
、
売

上
見
込
み
、
取
締
役
会
資
料
を
含
む
）と

整
合
的
に
修
正
し
、課
税
所
得
を
見
積
る
。

な
お
、
業
績
予
測
は
、
中
長
期
計
画
、
事

業
計
画
ま
た
は
予
算
編
成
の
一
部
等
そ
の

呼
称
は
問
わ
な
い
と
さ
れ
て
い
る（
適
用

指
針
32
項
）。

つ
ま
り
、
合
理
的
な
仮
定
に
基
づ
く
将

来
の
業
績
予
測
に
よ
っ
て
、
実
現
可
能
性

の
高
い
将
来
の
課
税
所
得
を
見
積
る
必
要

が
あ
る
。

⑵　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
、
企

業
の
将
来
の
課
税
所
得
の
見
積
り
に
及
ぼ

す
影
響
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
特
に

主
要
な
将
来
計
画
の
要
因
に
与
え
る
影
響

に
留
意
が
必
要
で
あ
り
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま
え
、
翌
期

以
降
の
経
営
計
画
の
見
直
し
の
有
無
を
検

討
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
こ
こ
で
、

将
来
の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得

を
適
切
に
見
積
る
こ
と
は
、
繰
延
税
金
資

産
の
回
収
可
能
性
を
判
断
す
る
に
あ
た
っ

て
の
前
提
と
な
り
非
常
に
重
要
で
あ
る
。

そ
れ
は
企
業
に
よ
る
将
来
の
業
績
予
測
に

基
づ
く
経
営
計
画
が
基
礎
と
な
る
が
、
明

ら
か
に
合
理
性
を
欠
く
経
営
計
画
と
認
め

ら
れ
る
場
合
は
、
そ
の
ま
ま
採
用
す
る
の

で
は
な
く
、
適
宜
、
必
要
な
修
正
を
行
っ

た
う
え
で
課
税
所
得
を
見
積
る
必
要
が
あ

る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

に
よ
る
事
象
は
、
当
３
月
期
決
算
の
企
業

業
績
に
影
響
を
与
え
、
先
行
き
が
不
透
明

な
な
か
で
将
来
計
画
の
見
直
し
に
至
急
取

り
組
ん
で
い
る
企
業
も
多
い
と
思
わ
れ

る
。
た
と
え
ば
、
現
時
点
で
判
明
し
て
い

る
事
実
と
当
３
月
期
決
算
に
与
え
て
い
る

影
響
を
整
理
し
、
そ
れ
ら
が
将
来
計
画
を

構
成
す
る
個
々
の
要
素
に
、
直
接
的
、
間

接
的
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
の
か

を
検
討
し
、
そ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
合
理
的

な
仮
定
に
基
づ
い
て
将
来
の
見
積
り
を
実

施
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

ま
た
、
現
時
点
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
収
束
時
期
の
合
理
的
な
予
測

は
困
難
と
考
え
ら
れ
、
将
来
の
ど
の
年
度

ま
で
影
響
を
織
り
込
む
の
か
は
難
し
い
判

断
と
な
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
２
０
２
０
年
４
月

10
日
に
日
本
公
認
会
計
士
協
会
か
ら「
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
連
す
る

監
査
上
の
留
意
事
項（
そ
の
２
）⑴
が
公
表

さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束
時
期
等
の
予
測

に
関
し
て
、
経
営
者
が
一
定
の
仮
定
を
置

い
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
仮
定
が「
明

ら
か
に
不
合
理
で
あ
る
場
合
」に
該
当
し

な
い
こ
と
を
確
か
め
る
必
要
が
あ
る
が
、

収
束
時
期
だ
け
で
な
く
、
収
束
後
の
経
済

状
態
や
市
場
、
消
費
動
向
も
相
当
程
度
の

不
確
実
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る（
仕
入

先
・
取
引
先
の
倒
産
、
失
業
者
の
増
加
、

世
界
か
ら
の
調
達
物
資
の
滞
留
な
ど
の
可

能
性
）。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
収
束
時
期
等
以
外
の
会
計
上
の
見
積
り

に
影
響
を
及
ぼ
す
事
象
や
状
況
に
つ
い

て
、
企
業
の
事
業
活
動
に
マ
イ
ナ
ス
の
影

響
を
及
ぼ
す
情
報
お
よ
び
プ
ラ
ス
の
影
響

を
及
ぼ
す
情
報
の
双
方
を
含
む
入
手
可
能

な
偏
り
の
な
い
情
報
を
総
合
的
に
評
価
し

て
、
悲
観
的
で
も
な
く
、
楽
観
的
で
も
な

い
仮
定
に
基
づ
く
企
業
固
有
の
事
情
を
反

映
し
た
説
明
可
能
な
仮
定
に
な
っ
て
い
る

こ
と
を
検
討
し
た
う
え
で
、
会
計
上
の
見

積
り
が
実
施
さ
れ
て
い
る
か
を
検
討
す
る

こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て

い
る
。 

⑴　

日
本
公
認
会
計
士
協
会
か
ら
の
公
表
資
料https://

jic
p

a
.o

r.jp
/

s
p

e
c

ia
liz

e
d

_
fie

ld
/

files/0-99-0-0-20200410.pdf

一
時
差
異
項
目
に
与
え
る

影
響当

３
月
期
決
算
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
業
績
の
悪
化
を

受
け
、
固
定
資
産
の
減
損
損
失
、
関
係
会

社
株
式
の
評
価
減
、
貸
倒
引
当
金
の
計
上

等
に
よ
り
、
新
た
に
将
来
減
算
一
時
差
異

等
が
発
生
す
る
、
ま
た
は
追
加
に
発
生
す

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
そ

れ
ぞ
れ
の
税
効
果
会
計
に
お
け
る
留
意
点
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に
つ
い
て
記
載
す
る
。

⑴　
固
定
資
産
の
減
損
損
失

固
定
資
産
の
減
損
損
失
に
係
る
将
来
減

算
一
時
差
異
は
、
償
却
性
資
産
か
非
償
却

資
産
か
で
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

の
判
断
が
異
な
る
こ
と
に
な
る
。

建
物
等
の
償
却
性
資
産
の
減
損
損
失
に

係
る
将
来
減
算
一
時
差
異
は
、
減
価
償
却

計
算
を
通
じ
て
解
消
す
る
こ
と
か
ら
、
ス

ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能
な
一
時
差
異
と
し

て
取
り
扱
う
。
た
だ
し
、
減
価
償
却
超
過

額
に
係
る
一
時
差
異
の
よ
う
に
解
消
見
込

年
度
が
長
期
に
わ
た
る
将
来
減
算
一
時
差

異
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
な
い
こ

と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

非
償
却
性
資
産
で
あ
る
土
地
は
、
一
般

的
に
は
土
地
を
売
却
す
る
こ
と
に
よ
り
一

時
差
異
が
解
消
す
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、

企
業
が
売
却
の
意
思
決
定
を
し
た
こ
と
の

み
を
も
っ
て
売
却
の
実
現
可
能
性
が
高
い

か
否
か
を
判
断
で
き
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。
つ
ま
り
、
売
却
は
決
め
た
が
い
つ
ま

で
も
売
却
先
が
み
つ
か
ら
ず
想
定
し
た
時

期
ま
で
に
売
却
が
実
現
し
な
い
可
能
性
も

考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。
そ
の
た
め
非

償
却
性
資
産
の
減
損
損
失
に
つ
い
て
、
ス

ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能
な
一
時
差
異
と
し

て
取
り
扱
う
た
め
に
は
、
期
末
時
点
で
売

却
の
実
現
可
能
性
が
高
い
こ
と
を
説
明
す

る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
判
断
は
慎
重
に
な

さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

⑵　
関
係
会
社
株
式
の
評
価
減

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

は
、
親
会
社
の
み
な
ら
ず
関
係
会
社
の
業

績
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。
業
績
の
悪
化
に
よ
り
保
有
す
る
関
係

会
社
の
株
式
に
対
し
て
減
損
処
理
を
実
施

し
た
場
合
、
株
式
評
価
損
に
係
る
一
時
差

異
が
発
生
す
る
。
こ
の
株
式
評
価
損
に
係

る
一
時
差
異
は
、
会
社
の
売
却
や
清
算
の

意
思
決
定
が
正
式
に
な
さ
れ
て
い
な
い
場

合
は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
不
能
な
一
時

差
異
と
し
て
取
り
扱
う
。
株
式
の
評
価
損

に
係
る
一
時
差
異
を
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン

グ
可
能
と
取
り
扱
う
た
め
に
は
、
期
末
時

点
で
売
却
等
の
実
現
可
能
性
が
高
い
こ
と

を
説
明
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
判
断
は

慎
重
に
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

⑶　
貸
倒
引
当
金（
個
別
評
価
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
、

相
手
先
の
業
績
が
悪
化
す
る
こ
と
に
よ

り
、
新
た
に
貸
倒
引
当
金
を
計
上
、
ま
た

は
追
加
計
上
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

貸
倒
引
当
金
に
係
る
将
来
減
算
一
時
差

異
は
、
期
末
に
お
い
て
相
手
先
の
倒
産

等
、
将
来
の
一
定
事
実
の
発
生
を
確
実
に

見
込
む
こ
と
が
で
き
ず
、
税
務
上
損
金
算

入
で
き
る
時
期
が
明
確
と
な
ら
な
い
場
合

は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
不
能
な
一
時
差

異
と
し
て
取
り
扱
う
。
た
と
え
ば
、
翌
期

に
お
い
て
債
権
放
棄
の
手
続
を
行
う
こ
と

等
に
よ
り
一
時
差
異
が
解
消
す
る
見
込
み

が
あ
る
と
し
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能

な
一
時
差
異
と
判
断
す
る
場
合
や
、
過
去

の
税
務
上
の
損
金
算
入
実
績
に
将
来
の
合

理
的
な
予
測
を
加
味
し
た
方
法
等
に
よ
り

ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
が
行
わ
れ
て
い
る
場

合
は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能
な
一
時

差
異
と
判
断
す
る
場
合
が
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
が
、
そ
の
判
断
は
慎
重
に
な
さ
れ
る

必
要
が
あ
る
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
取
扱
い

繰
延
税
金
資
産
は
、
将
来
減
算
一
時
差

異
を
利
用
で
き
る
課
税
所
得
が
生
ず
る
可

能
性
が
高
い
場
合
に
の
み
認
識
す
る
。
将

来
の
期
に
お
い
て
、
将
来
減
算
一
時
差
異
の

解
消
に
よ
っ
て
課
税
所
得
計
算
上
の
損
金

算
入
が
生
じ
る
場
合
に
、
こ
の
損
金
算
入

額
と
相
殺
す
る
の
に
十
分
な
課
税
所
得
の

あ
る
企
業
だ
け
が
、
未
払
い
税
金
の
減
少

と
い
う
形
で
経
済
的
便
益
を
得
ら
れ
る
た

め
で
あ
る
。
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能

性
の
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
、
企
業
が

期
待
す
る
将
来
の
収
益
性
に
関
し
て
、
過

去
の
課
税
所
得
の
安
定
性
や
将
来
の
展
望
、

課
税
所
得
を
見
積
る
時
期
の
遠
さ
な
ど
を

検
討
し
、
判
明
し
た
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
証
拠

と
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
証
拠
の
す
べ
て
を
考
慮
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
課
税
所
得
が
生
ず
る

可
能
性
が
高
い
と
判
断
さ
れ
る
場
合
は
繰

延
税
金
資
産
を
認
識
す
る
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
は
繰
延
税
金
資
産

の
回
収
可
能
性
に
関
し
て
前
述
の
よ
う
な

企
業
の
分
類
に
よ
り
計
上
額
を
検
討
す
る

と
い
っ
た
詳
細
な
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
定
め
ら

れ
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

企
業
会
計
基
準
委
員
会
の

議
事
概
要

２
０
２
０
年
４
月
９
日
に
開
催
さ
れ
た

第
４
２
９
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会
に
お

い
て
、「
会
計
上
の
見
積
り
を
行
う
上
で
の

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の

考
え
方
」が
審
議
さ
れ
、
議
事
概
要
が
公

表
さ
れ
て
い
る
⑵
。
議
事
概
要
で
は
、
会

計
上
の
見
積
り
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、

次
の
点
に
つ
い
て
留
意
す
る
必
要
が
あ
る

と
し
て
い
る
。
⑴
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
の
よ
う
に
不
確
実
性
が
高

い
事
象
に
つ
い
て
も
、
一
定
の
仮
定
を
置

き
最
善
の
見
積
り
を
行
う
必
要
が
あ
る
、

⑶
一
定
の
仮
定
を
置
く
に
あ
た
っ
て
は
、

外
部
の
情
報
源
に
基
づ
く
客
観
性
の
あ

る
情
報
を
用
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
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不
確
実
性
の
増
大
に
よ
り
見
積
り
が
困
難
に

金
融
資
産
の
評
価・

減
損
処
理
上
の
留
意
点

第２章

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

内
田
　
俊
也

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
世
界
的
に
株
価
が
下
落
し
、企
業
の
信

用
リ
ス
ク
も
増
大
し
て
い
る
。新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
今
後
の
感
染
拡

大
お
よ
び
経
済
へ
の
影
響
に
つ
い
て
は

大
き
な
不
確
実
性
が
存
在
し
て
い
る
。

●
金
融
資
産
の
評
価
お
よ
び
減
損
の
要
否

を
考
え
る
う
え
で
は
、見
積
り
が
必
要

に
な
る
場
面
に
お
い
て
、難
し
い
判
断

が
要
求
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が

金
融
資
産
へ
及
ぼ
す
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス（
以
下
、「
新
型

コ
ロ
ナ
」と
い
う
）の
感
染
が
世
界
的
に
拡

大
し
た
２
０
２
０
年
３
月
、
マ
ー
ケ
ッ
ト

は
不
安
定
に
異
常
な
値
動
き
を
繰
り
返

し
、
世
界
中
の
株
価
は
大
幅
に
下
落
、
企

業
の
信
用
リ
ス
ク
も
増
大
し
た
。
感
染
が

今
後
ど
の
よ
う
に
推
移
し
、
社
会
・
経
済

に
ど
の
よ
う
な
影
響
が
生
じ
、
そ
の
影
響

が
ど
の
程
度
続
く
の
か
に
つ
い
て
、
重
大

な
不
確
実
性
が
存
在
し
て
い
る
。
こ
の
章

で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
が
３
月

決
算
企
業
の
金
融
資
産
の
会
計
処
理
に
及

ぼ
す
影
響
を
、
日
本
基
準
と
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の

そ
れ
ぞ
れ
の
観
点
か
ら
考
え
て
み
た
い
。

日
本
基
準
に
お
け
る
論
点

⑴　
そ
の
他
有
価
証
券
の
期
末
時
価

の
算
定

時
価
評
価
さ
れ
て
い
る
そ
の
他
有
価
証

券
は
、
原
則
と
し
て
、
期
末
日
の
市
場
価

格
に
基
づ
い
て
期
末
の
時
価
を
算
定
す
る

と
さ
れ
て
い
る
が
、
期
末
前
１
カ
月
間
の

市
場
価
格
の
平
均
を
用
い
る
こ
と
も
認
め

ら
れ
て
い
る
。
な
お
、
こ
の
３
月
中
に
お
け

る
１
カ
月
間
の
株
価
の
大
き
な
変
動
に
鑑

み
て
、
従
来
の
会
計
方
針
を
変
更
し
た
い

と
考
え
る
企
業
も
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
し

か
し
な
が
ら
こ
の
選
択
は
毎
期
継
続
適
用

が
要
求
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
３

月
決
算
に
つ
い
て
も
、
従
来
か
ら
継
続
し
て

い
る
評
価
方
法
に
基
づ
い
て
、
期
末
の
時

価
を
算
定
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ

る（
会
計
制
度
委
員
会
報
告
14
号「
金
融
商

品
会
計
に
関
す
る
実
務
指
針
」（
以
下
、「
金

融
商
品
会
計
実
務
指
針
」と
い
う
）75
項
）。

⑵　
減
損
損
失
の
認
識

①　
時
価
の
あ
る
有
価
証
券
（
株
式
・

債
券
）

売
買
目
的
有
価
証
券
以
外
の
時
価
の
あ

る
有
価
証
券（
た
と
え
ば
、
そ
の
他
有
価

証
券
に
分
類
さ
れ
る
上
場
株
式
）に
つ
い

て
は
、時
価
が
著
し
く
下
落
し
た
と
き
は
、

回
復
す
る
見
込
み
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る

場
合
を
除
き
、
当
該
時
価
を
も
っ
て
貸
借

対
照
表
価
額
と
し
、
評
価
差
額
を
当
期
の

損
失
と
し
て
処
理（
減
損
処
理
）し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、減
損
損
失
は
、

「
時
価
が
著
し
く
下
落
」し
、
か
つ
、「
回
復

す
る
見
込
み
が
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い

場
合
」に
認
識
さ
れ
る（
金
融
商
品
会
計
実

務
指
針
91
項
）。

そ
れ
が
難
し
い
場
合
に
は
企
業
自
ら
一

定
の
仮
定
を
置
く
必
要
が
あ
る
、
⑶
最

善
の
見
積
り
を
行
っ
た
場
合
、
見
積
り

が
明
ら
か
に
不
合
理
で
な
い
限
り
、
見

積
り
と
事
後
的
な
結
果
に
乖
離
が
生
じ

た
と
し
て
も「
誤
謬
」に
は
あ
た
ら
な
い
、

⑷
企
業
が
行
っ
た
見
積
り
を
財
務
諸
表
利

用
者
が
理
解
で
き
る
よ
う
な
情
報
を
具
体

的
に
開
示
す
る
必
要
が
あ
る
。

⑵　

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
か
ら
の
公
表
資
料https://w

w
w

.asb.or.jp/
jp/w

p-content/uploads/20200409_429g_02.pdf




